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科学技術・学術政策局

産業連携・地域振興課 産業連携推進室

国立大学法人及び大学共同利用 人から
出資範囲の拡大について
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国立大学法人等の管理運営の改善並びに教育研究体制の整備及び充実等を図るため、学長選考会議に学長の職務執行の状況の報告を求める
権限を付与し、その名称を学長選考・監察会議とすること、監事の体制を強化すること等の措置を講ずるとともに、小樽商科大学、帯広畜産
大学及び北見工業大学を設置する各国立大学法人を統合する等の措置を講ずる。

ểḰ 止

①中期計画の記載事項として、目標の実施状況に関する指標を追加する

②年度計画及び各事業年度に係る業務の実績等に関する評価（年度評価）を廃止する

２．国立大学法人等の組 の見直︡
（１）学長選考会議の権

①学長選考会議の名称を「学長選考・監察会議」とする

②同会議は、（３）③の報告を受けたとき又は学長の解任要件に該当するおそれがあると認めるときは、学長に職務の執行状況について報告を求める

ことができることとする

③同会議の委員について、学長を加えることができないこととするとともに、理事は教育研究評議会において選出された場合に委員となることができ

ることとする

（２）指定国立大学法人

指定国立大学法人の理事は、２名まで増員できることとする

ṕễṖ
①複数の大学を設置する国立大学法人に置く監事の員数を、設置する大学の数に応じて増員する

②監事のうち少なくとも一人は常勤とする

③監事は、学長に不正行為や法令違反等があると認めるときは、学長選考・監察会議又は機構長選考・監察会議に報告することとする

３．国立大学法人等によ の拡大

①指定国立大学法人のみに限定している研究成果活用事業者への出資を全ての国立大学法人等について可能とする(③に関するものを除く)

②教育研究に係る施設、設備又は知的基盤の管理及び当該施設等の他の大学、研究機関その他の者の利用の促進に係る事業者への出資を可能とする

③指定国立大学法人について、大学発ベンチャー（大学の研究成果を活用して商品等の開発・提供を行う事業者）への出資を可能とする

４．国立大学法人の統廃

①国立大学法人小樽商科大学及び国立大学法人北見工業大学を国立大学法人帯広畜産大学に統合する

②国立大学法人奈良教育大学を国立大学法人奈良女子大学に統合する

１施行期日 令和４年４月１日（ただし、概要中４．のうち準備行為に係る規定は公布日)

国立大学法人法の一部を ︣

【第31条第２項第3号】

【第２条第７項及び第31条の２第１項】

【第12条第２項】

【第17条第４項】

【旧第12条第３項の削除等】 ※大学共同利用機関法人の「機構長選考会議」についても①～③と同様の措置を講ずる【第26条等】

【別表第一備考第３号】

【第10条第１項】

【第10条第２項等】

【第11条の２等】

【第22条第１項第７号等】

【第22条第１項第６号等】

【第34 条の５第１項】【別表第一】

【附則第１条】



国立大学法人及び大学共同利用 人によ

近年、国立大学法人等が保有する するとともに、自ら投資を呼び込み、成長し続ける
経営モデルを実現するための を拡大 。（< >囲いは対象事業者への出資が可能になった年）

Ṯ 16年・国立大学法人発足＞
(TLO 10 )

Ṯ Ệ 拡大ṯ

Ṯ Ệ
ṯ

Ṯ Ệ VC ṯ (産業競争力強 25 )

I . 活用

Ệ. 研究成果活用事業者
⚫ 大学の研究成果を活用した を実施する事業者

国立大学法人等

指定国立大学法人

○○大学株式会社

研究の成果

出資

提供
データサイエンススクール（研修・講習）

社会人

⚫ 大学の技術に関する研究成果の提供を受けて、
大学発ベン

ệ. 指定国立大学研究成果活用

○○大学株式会社

研究の成果
提供

出資

災害時に作業する移動ロボットの販売移動ロボット
の開発

ể. 成果活用促進事業者 【対象：全ての国立大学法人等】

⚫ 民間事業者との の形で、大学の技術に関する研究の成果を
実用化するために を行う事業者

Ṯ ễ ṯ

（例：大学が創出したシーズを元に企業等と共同研究を行う ）

国立大学法人等
出資対象法人

成果実用化事業者

（民間事業者等）

研究の成果
共同研究

出資

提供

提供

実施 実施

委託受託研究

研究の成果

⚫ 大学が民間事業者との の形で行う、大学の技術に関する研究
の成果を実用化するために必要な研究等を する事業者

（例：大学の有するシーズと企業のニーズをマッチングするỚỔ ）

国立大学法人等

研究の成果

受託研究

研究の成果

共同研究

出資
出資対象法人

成果実用化事業者

（民間事業者等）
実施

実施

企画・あっせん

企画・あっせん

委託

Ễ. 特定大学技術移転事業者（ ởỗỚṖ

国立大学法人等
（産連本部・知財本部）

民間事業者等

大学・研究者
等による出資に
基づき設立

研究成果の提供

技術移転先の探索
特許権等の実施許諾

実施料収入

ởỗỚ
（特定大学技術移転事業者）

収入の
還元

ễ. 特定研究成果活用支援事業 【対象：全ての国立大学法人等】

⚫ 大学発ベンチャーに投資・支援等を行う ỡỎ

. 管理・利用促進

【対象：全ての国立大学法人等】

【対象：指定国立大学法人】
Ṯ Ệ

ṯ

⚫ 大学が保有する教育研究施設等の資源を社会に還元するため、
る利用 する事業を行う事業者

【対象：全ての国立大学法人等】Ỉ.

⚫ 大学における技術に関する研究成果を により民間事業者
に移転する事業者

国立大学法人等

利用
大学

研究設備のメンテナンス、技術補佐員による利用サポート

○○大学株式会社
委託

出資

保有

共同利用
設備

出資

投資・支援等

誘発された民間投融資（呼び水）

認定大学ＶＣ

（特定研究成果活用支援事業を実施する法人）

出資

国立大学法人等

国立大学法人等

民間企業（金融機関・ỡỎ Ṗ

ＧＰ出資・運営

（投資事業有限責任組合）

【対象：全ての国立大学法人等】

提供



⚫ 国立大学法人等は、文科大臣 大臣か VC に出資が可能。また、認定を受けた後でも、出資を実施
するたびに文科大臣か が必要。

大学発ベンチャーA社

国立大学法人等

ＶＣ

ファンド

GP
管理報酬

事業認定

出資(大臣認可)

⚫ これまで、民間VC等がGPを務める地域ファンドは大学発ベンチャーを支援しているが、大 装支援が 。

一

国立大学法人等 地域ファンド

LP出資不可だった

地方銀行・自治体・
民間VC・事業会社

GP

管理報酬

投資・支援

投資・支援

出資(大臣認可)

事業認定

GPが民間な
ので事業認定
不可だった

大学発ベンチャーB社

大学発ベンチャーC社

大学発ベンチャーA社

大学発ベンチャーB社

大学発ベンチャーC社

地方大学の体力
では設立が困難

制度改正で に！

×

×

従前

従前

制度改正で に！

GP(General Partner): ファンドの運用に責任を負う無限責任組合員
LP (Limited Partner) : ファンドの出資者となる有限責任組合員



大学発ベンチャー投資に ︣

⚫ 【東工大】 みらい創造２号ファンド（GP：みらい創造機構、LP：芙蓉総合リース、みずほ証券、ローム等）

⚫ 【名古屋大】 名古屋大学・東海地区大学広域ベンチャー2号ファンド（GP：NVCC、LP：愛知銀行等）

⚫ 【広島大】 広島大学・広島県内大学発ベンチャー支援ファンド（GP：広島VC、LP：広島銀行等）

⚫ 【鳥取・島根大】 とっとり・しまね大学発・産学連携ファンド（GP：REVIC、LP：山陰合同銀行）

⚫ 【徳島大】 産学連携１号ファンド（GP：産学連携キャピタル、LP：阿波銀行）

⚫ 【九大】 QB第２号ファンド（GP：QBキャピタル・NCBベンチャーキャピタル、LP：西日本シティ銀行等）

各地域で組成されている主な大学発ベンチャー投資ファンドの例

内閣府スタートアップ・エコシステム拠点都市

地域の大学発ベンチャー投資ファンド

官民イノベーションプログラム４大学ファンド

過去５年の大学発
ベンチャー設立数

４大学（東北大、
東大、京大、阪大） 418 社

４大学以外の国立
大学法人等 509 社

出典：文部科学省 「令和２年度 大学等における産学連
携等実施状況について」

✓ イノベーション・エコシステムの形成には、４大学以外も出資できる仕組みが必要。

✓ 強い産学官共創拠点において、スタートアップ創出体制の構築を追加的に支援。



国立大学法人及び大学共同利用機関法人のVC・ファンド関連法制

第二十二条 国立大学法人は、次の業務を行う。

七 産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）第二十一条の規定による出資並びに人的及び技術的援助を行うこと。

２ 国立大学法人は、前項第六号に掲げる業務及び同項第七号に掲げる業務のうち出資に関するものを行おうとするときは、文部科学大臣の認可を受けな

ければならない。

国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）

第二条第七項 この法律において「特定研究成果活用支援事業」とは、国立大学法人等における技術に関する研究成果を、その事業活動において活用する

者に対し、当該事業活動に関する必要な助言、資金供給その他の支援を行う事業であって、当該国立大学法人等における研究の進展に資するものをいう。

第十九条第三項 主務大臣は、第一項の認定の申請があった場合において、その特定研究成果活用支援事業計画が次の各号のいずれにも適合するもので

あると認めるときは、その認定をするものとする。

一 当該特定研究成果活用支援事業計画が実施指針に照らし適切なものであること。

第二十一条 国立大学法人等は、当該国立大学法人等における技術に関する研究成果の活用を促進するため、認定特定研究成果活用支援事業者が認

定特定研究成果活用支援事業計画に従って実施する特定研究成果活用支援事業の実施に必要な資金の出資並びに人的及び技術的援助の業務を

行う。

産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）

第二号 特定研究成果活用支援事業の実施方法に関する事項その他特定研究成果活用支援事業に関する重要事項

文部科学大臣及び経済産業大臣が法第十九条第三項の規定により認定を行うに当たっては、特定研究成果活用支援事業計画が次のいずれにも該当

することを要件とする。

特定新事業開拓投資事業及び特定研究成果活用支援事業の実施に関する指針（平成二十六年三月三十一日 文部科学省・経済産業省告示第四号）

第一条 文部科学大臣は、法第二十二条第二項及び第二十九条第二項の認可に係る申請の内容が次に掲げる事項に該当すると総合的に見て判断され

る場合に限り、これを認可するものとする。

国立大学法人及び大学共同利用機関法人の出資に関する認可基準（平成十六年三月三十一日 文部科学大臣決定）



国立大学法人及び大学共同利用機関法人のVC・ファンド関連告示の改正（R4改正）

国立大学法人等が出資可能なVC・ファンド事業の実施指針について、政府出資金に由来する規定を削除し、
余裕金の運用に係る認定基準の一部を出資の認可基準に追加する。さらに、削除された当該規定を出資の認可基準に
追加することで、政府出資金を財源とする出資に限っては従前と同等の制限を課す。 【R4.4.1施行】

改正趣旨

⚫ 【二 (2)(i) 】 認定ファンドを運営するGP（無限責任組合員）は、国立大学法人等が設立した認定VCでなければならない。

⚫ 【二 (1)(iv)(ホ),(2)(iv)(ホ)】 認定VC又は認定ファンドの業務執行法人は、関係国立大学法人等だけでなく、国との意見交換

を密接に行う体制（４大学でいう官民イノベーションプログラム部会）を構築しなければならない。

⚫ 【二 (7)】認定VC・ファンドは、類似の民間事業者等の活動を不当に妨げることがないよう配慮し、民業補完に徹しなければならない。

⚫ 【二 (4)】 設立から5年以降のベンチャーへ出資する際は、必ず民間からの資金供給（協調出資）を受けなければならない。

⚫ 【二 (4)後段,(17)】 新ファンドの組成から6月以内に旧ファンドへの新規出資を終了し、民間出資率を増加させねばならない。

⚫ 【二(13)】認定VC・ファンドは、情報公開を一般に行い、事業の透明性を確保しなければならない。

⚫ 【二(19)】 VC・ファンド事業の運営について助言を受けるために、外部有識者から構成される委員会を設置しなければならない。

特定研究成果活用支援事業の実施指針（認定基準）から削除する内容

⚫ 【第一条第二号ロ,第三号ホ】 上述の実施指針から削除された規定を 「政府出資金を財源とする場合」 という条件付きで追加。

⚫ 【第一条第三号ニ】 業務上の余裕金の運用にかかる大臣認定基準の規定を参考に、「資金運用管理委員会」 等の体制整備を

義務付ける規定を追加。

⚫ 【別記様式第二】 指定国立大学研究成果活用事業者の実施報告を求めるための様式を追加。

⚫ 【その他全体】 令和３年の法改正により追加された、教育研究施設管理等事業者、研究成果活用事業者又は指定国立大学

研究成果活用事業者について、成果活用促進事業者“等”として用語を整理。

国立大学法人等の出資認可基準に新たに追加する内容



国立大学法人及び大学共同利用機関法人のファンドへの出資に係る告示等の改正で可能となるスキームについて

⚫ 国立大学法人等は、文科大臣・経産大臣から認定を受けたVC・ファンドに出資が可能。また、認定を受けた後でも、出資を実施
するたびに文科大臣からの出資認可が必要。

制度改正前から可能な出資スキーム

大学発ベンチャーA社

国立大学法人等

ＶＣ

ファンド

GP
管理報酬

事業認定

出資(大臣認可)

⚫ これまで、民間VC等がGPを務める地域ファンドは大学発ベンチャーを支援しているが、大学からは出資を通じた社会実装支援ができなかった。

制度改正で可能となった出資スキームの一例

国立大学法人等 地域ファンド

LP出資不可だった

地方銀行・自治体・
民間VC・事業会社

GP

管理報酬

投資・支援

投資・支援

出資(大臣認可)

事業認定

GPが民間な
ので事業認定
不可だった

大学発ベンチャーB社

大学発ベンチャーC社

大学発ベンチャーA社

大学発ベンチャーB社

大学発ベンチャーC社

地方大学の体力
では設立が困難

制度改正で可能に！

×

×

従前

従前

制度改正で可能に！

GP(General Partner): ファンドの運用に責任を負う無限責任組合員
LP (Limited Partner) : ファンドの出資者となる有限責任組合員




